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Abstract 
 

When citizen and local government carried out a public works project, new relation of "partnership" that each other was concerned 
with works for the subject became connect. Therefore I have to clarify it about partnership system. 
On the occasion of partnership works, it is desirable for a guideline or a manual to get it ready in both sides with a citizen and local 
government as a usable tool. Furthermore, to utilize guidelines effectively, I think that a policy to determine a right and duty of 
citizen and local government is necessary in the regulations. 
And I have to carry out making for a summary for the spread and learning meeting. 
Therefore the establishment of a specialized bureau about partnership is desirable.
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１．序論 

１-１．研究の背景 

 特定非営利活動促進法の施行（1998）と前後し、環境や福

祉といった公共を担う事業において、NPOの役割の重要性が再

認識されている。そしてNPOと行政とが共に公共を担う事業

等を実施する際、お互いが主体性を持ち事業を進める「協働」

という新しい関係が結ばれるようになった。このようなNPO

や市民活動政策分野における、市民の発意をくみ上げ実践に

移す協働の仕組みは、地域の課題をくみ上げ、解決するとい

ったまちづくりの現場でも利用できると考えられる。 

 現在、協働の現場では実践を通じ、そのあり方について試

行錯を行なっている段階にあり、次の段階として、この経験

を活かした協働するための仕組みについて明らかにする必

要がある。 

 さて協働の現場では、行政がお金を出し、市民が知恵と時

間を出すといった、従来の市民と行政との間で交わされる委

託や補助といった契約関係では説明できないかたちが存在

する。それは、課題の共有、役割分担、コストの分担といっ

た多様なものである。 

 しかしながら、関係の多様性は確保しつつも、公共を担う

事業を実施する際、責任の所在を明らかにするためには、市

民と行政の双方が共有できる協働の場での基本的なルール

が必要となる。 

 近年の動きに着目すると、愛知県の「あいち協働ルールブ

ック2004」、三重県の「パートナーシップ宣言」や「新しい

時代の公」といった、地方自治体の基本方針やガイドライン

レベルでの市民と行政が協働するための仕組みづくりを行

なう動きがみられる。これらは協働という関係の性格から、

従来の法令のような行政側が作成し公表するといった一方

向的なルール決めのプロセスではなく、市民と行政の双方が

参加したオープンな場で作成され、柔軟に運用されることが

多い。 

１-２．研究の目的 

 そこで本研究では、近年、先進的な地方自治体で策定が進

められている市民と行政の双方が参加して策定された協働

の仕組みに着目し、実際の協働の現場で使える仕組みづくり

の観点から、下記の３点について調査を実施し、その分析を

行なう。 

①全国都道府県・政令指定都市における条例、基本方針、ガイ

ドライン等のNPOと行政の協働するための仕組みの整備状況 

②上記の仕組みを活用したNPOと行政の協働事業の実施状況 

③事業レベルおける計画策定、契約方法、事業評価の仕組みの

整備状況 

 さらに、上記のような協働の仕組みを実践していくために

は、協働の場に参加する行政職員の意識改革だけで達成して

いくことは不可能である。そのためには、政策・事業の企画

立案、予算編成、行政財産の使用方法といった行政システム

そのものの改革も求められる。そこで、行政システムのあり

方にも着目し、従来型のシステムの改革や、新たなシステム

の提案を通じて、多様な協働の現場において柔軟な対応が可

能となる①～③の一連の仕組みのあり方についての考察を

行なう。 
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１-３．研究の方法 

①全体調査 

 全国 47 都道府県及び、14 政令指定としの市民活動担当部署

に対し、電話・メールによる平成 7年度以降に策定された「市

民活動に関する政策」のに関する予備調査を実施した。さらに、

Web、郵送による資料の取り寄せ 

②個別調査 

 さらに、協働の仕組みを持つ自治体（三重県、愛知県、千葉

県、名古屋市）に対し、条例、基本方針、ガイドライン等の詳

細、NPOと行政の協働事業の実施状況、事業レベルおける計画

策定、契約方法、事業評価の仕組みの整備状況等について聴き

取り調査を実施した。 

 上記の資料を基に、市民と行政が協働するための仕組みにつ

いて、現状の分析を行ない、先行事例や課題を整理することで、

今後の政策提言につながる要点を明らかにする。なお、研究の

流れを図-１に示す。 

１-４．先行研究から見た本研究の位置づけ 

 主要な先行研究として、次の４編を紹介する。松下*1 は、近

年、市民と行政との関係を再定義・再構築しようとする条例に

ついて、「条例づくりとは、条文をつくることではなく、条文を

動かす仕組みをつくることである｣ことを述べた。そして、その

ような自治に関する新しい条例として①自治基本条例、②市民

参加条例、③市民協働支援条例があることを明らかにした。 

 また山岸他*2は（特非）NPOサポートセンターの取り組みから、

前山*3は自治基本条例の分析から、「協働の概念」を整理し、今

後ののぞましいあり方について示唆している。 

 さらに日本公共政策学会*4では、15 の都府県市の協働条例の

条文を分析し、具体的な事業での対応の可能性といった課題の

整理を行なった。 

 そこで本研究では、先行研究で明らかにされていない、わが

国のNPOと行政が協働するための政策や仕組み（条例だけに留

まらず、基本方針、ガイドライン、計画等も含む）の現状を全

国的に俯瞰し、仕組みづくりの課程についても把握する。さら

に具体的な事業レベルで、これらの仕組みを活用している自治 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-１ 研究の流れ 

体に関しては、それがどのようになされているかを個別に調査

分析し、検証する。 

 

２．協働に関する政策の現状 

２-１．協働とは 

 木原*5によると、「協働という言葉は、今日の行政政策・施策

において謳われているが、実態は多くの疑問を抱えながらあい

まいに使用されている」とある。このような現状を踏まえ、木

原は、東京都や大阪府の基本方針等の事例を基に、協働につい

て次のように整理している。 

「公共事業の共通目標を達成するために、パートナーを尊重し

た対等の関係で共同活動を行ない、活動の成果を相乗効果的

に創出させる戦略的、実践的行為」 

 この他にも多くの先行研究において、歴史的側面や実践的側

面からの協働の概念がなされているため、ここでは協働の定義

については先例を踏襲する。なお、本研究の着目点は、協働の

事業の形態（委託、補助、後援、補助等）だけではなく、事業

の進め方の（対等性、自立性等）の部分に重点を置きたい。 

 また、本研究での政策とは、条例、基本方針・指針、計画、

ガイドライン等の成文化されたものを呼ぶ。 

２-２．協働に関する政策の整備状況 

 調査対象の地方自治体 61件について、市民活動に関する政策

を持つもの、その内特に協働に関して定めているものを整理し

たのが図-２の通りである。条例：32（内協働に関するもの 4）、

基本方針：48（同 24）、計画：12（同 4）、ガイドライン：28（15）

となった。さらに、のべ 32件の自治体で、何らかの協働に関す

る政策を持つことが分かった。 

 協働に関する政策として、現状では条例だけでなく、基本方

針やガイドライン等で柔軟に運用していることが言える。同様

のことは、千葉県での聞き取り調査の際に「NPO 分野の政策は

まだ歴史が浅いため、現状の方策としては、必要に応じて 
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図-２ 都道府県・政令指定都市の市民活動政策 

１．序論（研究の目的等） 

２．協働に関する政策の現状 

５．結論：協働の仕組みづくりに向けた政策提言 

３．協働事業の実施 

  状況と計画手法 

４．協働事業の契約 

  方法と事業評価 
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定期的に修正や追加が可能なガイドラインで定めた方が有効で

ある」といった話からも伺える。 

２-３．仕組みづくりの方法と普及の課程 

 ほとんどの場合、行政内部、もしくは学識経験者等が参加す

る委員会で検討されたものである。しかし、市民と行政の双方

が参加した場で議論の進めた事例も存在する。ここでは、２-

２でガイドラインに分類したものの中から、策定の方法や普及

させる課程に特徴のある事例を紹介する。なお、具体的な記述

内容については、参考文献を参照されたい。 

①三重県「みえパートナーシップ宣言、同step2」*6 

 三重県では、1998年4月に「みえNPO研究会」を設置し、の

べ1,500名の県民参加が計120時間もの議論を積み重ねた結果、

これからの社会のあり方を「みえパートナーシップ宣言（1998）」

としてまとめた（表-１）。これは、協働のあり方や仕組みづく

りまで踏み込んだものではないが、市民・行政の行動規範とし

て定められたものであり、市民・行政の双方が同じテーブルに

就き議論を進めるというスタイルは、当時としては画期的なも

のであった。 

 さらに6年後の2004年、三重県が実施した「協働事業提案の

募集」の中で、市民組織から、先の宣言の理念を踏まえ、協働

事業の具体的な現場での基本ルールと、事業の企画・実施・評

価に際し活用できるツールを検討することを目的とした事業の

提案がなされ、採択された。そして提案団体と三重県NPO室（市

民活動担当部署）とが参加する「パートナーシップ・プロジェ

クト」という組織が結成され、そこでの議論の結果を「パート

ナーシップ宣言STEP2（2005）」としてまとめた。 

②愛知県「あいち協働ルールブック2004」*7 

 「あいち協働ルールブック2004」は、「協働」「人づくり」

「分権改革」という三つの基本方針を踏まえ、NPOなど多様な主

体と「協働」することが今後の行政のあるべき方向であるとし

て、愛知県が発行した。これはNPOと行政が協議し、その中で合

意した事項についてまとめたもので、全てのNPOに遵守を義務付

けるのではなく、協働に当たって、愛知県と賛同するNPOが最大

限の遵守に努めることとしている。 

 このルールブックには、①NPOと行政の双方が納得する形で遵

守すべきルールを取りまとめ、しかも、NPO側が自ら守るべきル

ールを具体的に定めた、②条例や基本方針等ではなく、ルール

ブックとしてNPOに普及・定着させることで、（強制的ではない）

NPOと行政の協働に取り組むに当たっての基準としていく、③ル

ールブックの趣旨に賛同するNPOを幅広く募ったうえで、賛同す

るNPOと愛知県との間で「共同声明」の署名を行なう、といった

特徴がある。 

２-４．協働の基本原則 

 協働の基本原則としては、「横浜市における市民活動との協働

に関する基本方針：横浜コード（2000.3）」が、わが国で初期の

頃のものであり、これはイギリスの政府とボランタリー・セク

ター（NPO）の関係についての原則や価値観を文書化した

compact*8を参考にし、策定された。 

 この中で、６つの原則「対等、自主性尊厳、自立化、相互理

解、目的共有、公開」を定めており、現在、多くの自治体の政

策に引用されている（協働に関する政策を持つ32件中、名称を

紹介しているものも含め21件）ことから、協働の基本原則に関

する議論としてはほぼここに帰着するものと考えられる。 

 しかし、前節で紹介した「みえパートナーシップ宣言 step2」

では、表-２のような協働のあり方を示すキーワードを提示して

いる他、山内*9 も「自己変革受容、時限性、正当な対価」とい

った、独自の視点を加えた協働の基本原則を発表している。 

 これらのことから、協働の基本原則は、協働のあり方につな

がる根幹の部分であり、普遍的な定義を踏襲する傾向にある。

しかし、市民と行政の協議の中から新たな視点を追加し、独自

の基本原則を作り上げているものも存在する。 

 

３．協働事業の実施状況と計画手法 

３-１．協働事業の実施状況 

 調査した61件中、39件でのべ40事例の協働事業の実施されて

いた。これらの中には、実質的には既存の市民参加事業に協働

のラベルを付けただけのものも存在する。しかし、多くは 

表-１ みえパートナーシップ宣言 

私たちは、開かれた市民社会を自分たちの市民社会を自分た

ちの手で実現してゆこうと考えています。 

あらゆる立場の人々が信頼で結ばれ、人と命を大切にし、か

けがえのない地球へ貢献することを目的として、ここに「み

えパートナーシップ宣言」をします。 

●自立した市民が中心の社会をつくる夢を共有します。 

●一人ひとりができる範囲で責任ある行動をします。 

●それぞれに違う立場と利益を認めあい、連携します。 

●誰もが自由に選択できる開かれた行動を行ないます。 

●広く情報を公開し、活動の中に循環させます。 

●あらゆる変化へ柔軟に対応し、積極的に行動します。 

●どんな活動も地球に貢献する大切な活動であることを自

覚します。 

表-２ みえパートナーシップ宣言 step2における 

協働のあり方を示すキーワード（基本原則） 

①夢の共有とコストの分担 

②個の確立と個人の自立 

③自由と自己責任 

④選択と共有 

⑤相違と連携 

⑥相互理解と相互提案 

⑦合意と相互利益 

⑧公開と循環 

⑨変化と即応 

⑩柔軟とおもしろさ 

⑪継続性と目的意識 
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公募により市民が事業提案を行なう形式のもので、市民と行政

が協働事業を実施するための取り掛かりの段階として、このよ

うな手法が取られていると考えられる。 

 さて、40事例の事業提案の公募の方法として 

①行政側がテーマを設定し、それに市民側が応募するもの 

②市民側からの提案に、行政が応えるもの 

③上記２つの折衷案 

の３つのパターンが存在した。次節にて聴き取り調査の結果よ

り、協働事業を計画する際の要点と課題を整理する。 

３-２．協働事業の計画手法 

①行政側がテーマを設定し、それに市民側が応募するもの 

 名古屋市で平成16年度より実施されている「NPO提案公募型

事業」について、事業概要と平成17年度事業の状況について聴

き取り調査を実施した。行政側からのニースにより協働事業が

行われる場合、総合計画や個別計画等の上位計画により、具体

的な事業が位置づけられ、次年度に向けての予算化が容易であ

った。 

 しかし市側で複数のテーマおよび事業概要を設定したものの、

市内に設定したテーマに合致するミッションを持ったNPOがい

ない場合、応募が極端に少ないテーマが存在するという課題が

浮かび上がった。 

②市民側からの提案に、行政が応えるもの 

 三重県では平成15年度より、「NPOからの協働事業提案事業」

を実施している（なお、平成17年度は③のパターン）。ここで

は、市民側から自由テーマで事業を公募し、第三者による委員

会で審査し、上位3件程度を採択するという方法がとられてい

る。毎年、10件強の応募があり、提案された事業テーマは環境、

福祉、人権と様々である。 

 採択された事業については、審査に関わった委員、県庁 NPO

室（本事業の担当部署）の職員が、提案者であるNPOと県庁の

採択事業担当部局の協議に立ち会い、事業の計画～実施につい

てサポートするといったきめ細かな対応がなされていた。 

 しかし、採択された事業であっても、上位計画との整合性、

予算化の財源や時期、NPO 側の行政システムの理解不足、県庁

の採択事業担当部局の積極性等、様々な理由から協議の折り合

いがつかないものが多く、事業化までたどり着くものは毎年 1

～2件程度であった。 

 以上の結果を踏まえると、①の行政側がテーマを設定する場

合には、あまり詳細な条件を付けすぎないことや、事業のパー

トナーとなるNPOが複数存在すること等、事業の公募の前段階

の部分で行政側が予備的なリサーチをしておく必要がある。逆

に②の市民側が提案する場合には、提案する事業が自治体の既

存の政策に合致しやすいものか、上位計画との整合性は取れて

いるか等のリサーチが必要となる。 

 さらに、前章に示した協働の基本原則に照らし合わせると、

将来的には協働事業を計画・実施する際には、公募事業等で時

期を定める手法ではなく、行政側に市民側からの協働事業の提

案を検討する仕組みを準備し、適宜話し合いの場が持てる体制

が取れることが望ましいと言える。 

 

４.協働事業の契約方法と事業評価 

４-１.協働事業に適した契約方法 

 市民と行政とが協働事業の実施に際し、契約書等を作成する

必要がある。これらは民間企業との契約のように、仕様書を定

め契約を交わすという一般的な契約書と同様のものである反面、

（市民団体だからハードルを低くしてもらう、市民団体だから

安く契約できるという否定的な違いではなく）両セクターの特

性の差異に配慮した内容を盛込む必要がある。 

 基本方針の資料編や、ガイドライン等に、このような契約書

等の名称でひな型を作成している事例は32件中、11件あった。 

 さて、事業の契約の際に双方で交わす書面については、契約

書、協約書、協定書等の様々な呼称がある。一般に協約書、協

定書と呼ばれるものは法的拘束力を持つものではなく、市民と

行政との双方の取り決め事として作成される場合が多い。これ

らは、事業という形態にそぐわないものや、事業の実施の前段

階としての計画期間にも利用されていた。 

 このように、協働事業においては計画段階から市民と行政と

が関わりを持つ場合もあることや、必ずしも事業の形態を取ら

ないものもあることから、一般的な契約書だけでなく、ゆるや

かな取り決めを定めるような書面（協約書、協定書）を作成す

るといった手法を取ることも必要である。 

４-２．協働事業を評価する仕組み 

 自治体の実施している事業に対し、事業評価の仕組みを持つ

自治体は調査対象の 61 件中、57 件であり、残りも決まった手

法は持たないが、評価は実施しているという結果となった。 

 

 
図-３ 協働事業評価シートの例（*6より抜粋） 
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 この内、市民との協働事業専用の評価手法を持つ自治体は 8

件であった。その手法は、図-３のような協働事業評価シート等

を用いて、協働事業に関わった市民と行政との双方が、事業の

成果と反省点を確認しあうというものであった。 

 現状での事業評価の事例は、事業に関わったもの同士の確認

作業の意味合いが強いが、第三者を交えて事業評価を実施しい

ている例もある。例えば、三重県では「ふりかえり会議」を実

施しており、NPO と県が協働事業を行った場合、互いに共通の

ツールとなる「協働事業自己チェックシート」（行政・NPO評価

を専門とする（特）コミュニティ・シンクタンク「評価みえ」

が作成）を用いて、双方で確認し合うとともに、協働コーディ

ネーターと呼ばれる第３者をいれて事業を評価するものである。 

 また三重県では、協働事業に関する課題や必要な制度を整備

していくための全庁組織「庁内ワーキンググループ」を組織し

ており、前節で紹介した「NPOからの協働事業提案事業」や「ふ

りかえり会議」を通した協働のための仕組みづくりが、現在も

続いている。 

 

５．結論：協働の仕組みづくりに向けた政策提言 

５-１．協働のための仕組みづくり 

 市民と行政が協働するための仕組みづくりに向けて、以下の

３点について提言を行なう。 

①協働に関する政策の整備 

 協働事業に際し、具体的な現場で使用できるツールとして、

市民と行政との双方でガイドラインやマニュアル等の整備する

ことが望ましい。さらに、ガイドライン等を有効に活用するた

めに、条例、基本方針レベルで双方の権利・義務やルールを定

める方策が必要であると考える。 

 また、ガイドラインを作成したものの、活用が進まない自治

体も見られた。よって普及・啓発に向けた概要版や事例集の作

成、庁内・市民向けの学習会等を継続的に実施していく必要が

ある。 

②協働事業の計画 

 現段階の目標として、まずは公募型の協働事業実施の仕組み

を整備することが望ましい。この際、行政側がテーマを設定す

る場合には詳細な条件設定は避けること、また市民側から提案

する場合には、提案事業が自治体の政策に合致しやすいものか、

上位計画との整合性は取れているか等の検討を行なうといった

事前のリサーチが不可欠である。 

 さらに、協働の基本原則から言えば、将来的には協働事業を

計画・実施する際には、公募事業等で時期を定める手法ではな

く、行政側に事業計画の策定段階から市民を参加させる手法や、

市民側からの協働事業の提案を検討する仕組み（窓口となる専

門の部局）を準備し、適宜話し合いの場が持てる体制を整備す

ることが望ましい。 

③協働事業の契約方法と事業評価 

 協働事業の契約の際に、一般的な契約書だけでなく、ゆるや

かな取り決めを定めるような書面（協約書、協定書）を作成す

るといった手法も想定しておくことが望ましい。 

 また、従来型の行政側から市民側への補助・委託事業だけで

なく、双方が資金や人材を出し合う（場合によっては市民側が

資金を出し、行政側が人材を出すといった）協働事業も考えら

れる。情報交換・意見交換、企画立案への参加、事業協力、実

行委員会、補助、後援、公共施設等の提供、委託といった、様々

な協働の形態を想定し、それぞれにあった契約の手法を開発し

ておく必要がある。 

 また、事業評価の手法として、市民と行政の双方が活用でき

る事業評価シート等の庁内の共通フォーマットを作成し、でき

れば第三者を交えて評価を行なうことが望ましい。 

５-２．協働の仕組みを支える行政システムのあり方 

 上記のような、協働の仕組みをつくり、さらに実行していく

ためには、協働についての専門部局の設置が望ましい。この部

局は、市民提案による協働事業窓口となったり、市民側からも

参加者を募った協働の検証機関等、発展的な役割を担うことも

可能である。 

 さらに、環境、福祉、都市計画等、各部局単位で担当者を置

き、専門部局との連携を図りながら、行政側からの協働提案を

まとめたり、市民側からの協働提案を検討する体制を整えるこ

とが望まれる。 

５-３．今後の課題・・・自治会等の地縁組織との協働 

 本研究の対象とした市民（組織）は、環境や福祉といった特

定のミッションに基づいて活動している、いわゆるテーマ型の

組織との協働を想定している。さらに、総合的な「まちづくり」

という視点に立った場合、協働の対象として、自治会や町内会

といった地縁組織との関係も不可欠である。 

 本研究の中で調査・分析を行なった政策の中で、協働の相手

先として地縁組織を位置づけている自治体は 5件あるが、具体

的な協働事業の実施を想定した記述は見られない。しかし近年、

横浜市において「横浜市における地域活動との協働・支援のあ

り方に関する提言～新しい時代の「協働」を目指して～（2004）」

といった、地縁組織との協働を想定した提言がなされている。 

 今後の課題として、テーマ型の市民組織だけでなく、地縁組

織との協働も視野に入れた、総合的な市民と行政との協働の仕

組みづくりに関して検討していく必要がある。 
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